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瑞穂町産業振興ビジョンの策定にあたって 

 

 

瑞穂町では、平成２５（２０１３）年に「産業振興ビジョン」

を策定し、将来の瑞穂町の暮らしのイメージを「東京みずほライ

フ」として位置づけ、『みんながつくる「マイスター交流・育成

都市」』をコンセプトに、事業者、住民、関係団体と連携し、町

の産業振興に取り組んでまいりました。 

 この間、人口減少・少子高齢化の進展、経済のグローバル化に

よる国際競争の激化、新型コロナウイルス感染症の感染拡大な

ど、事業者を取り巻く環境は、大きく変化・変革し、大変厳しい

状況に置かれています。一方、町内における土地基盤整備では、

土地区画整理事業の進捗のほか、多摩都市モノレールの箱根ケ崎

方面延伸の都市計画等手続きが決定され、これらの好機を確実に捉えて、町が一層発展するため

の施策を展開していく必要があります。 

 新型コロナウイルスの感染拡大に伴う１００年に１度と言われる未曾有の危機により、新しい

働き方やデジタル社会など社会構造が急速に変化する中、各産業が抱える課題を解決するために

は、産業のデジタル化、ＤＸを推し進めなければなりません。デジタル技術の活用により生産性

と付加価値を高め、これまで培ってきた熟練技術を継承し、新たな産業やイノベーションの創出

などにより、事業者の稼ぐ力と競争力の向上を目指します。 

 観光においては、自然豊かな狭山丘陵をはじめ、さやま花多来里の郷、郷土資料館「けやき

館」などには、町内外から多くの人が訪れます。これらの地域資源を活用し、交流人口を増やす

とともに、歴史、文化、農業・商業・工業など含め、町の魅力を発掘・発信し、賑わいを創出す

るために効果的なシティセールスを展開していきます。 

 本計画は、令和４（２０２２）年度から令和１３（２０３１）年度までの１０年間の計画であ

り、農業、商業、工業、観光の４産業を総合的に活性化させるための方向性と施策を示すもので

す。将来像（コンセプト）の「イノベーションでみらいをひらく 新たな魅力価値を共創するま

ち」を実現するため、５つの基本方針として「産業のデジタル化・ＤＸおよびイノベーションの

創出」、「経営基盤強化による「経営力」の向上」、「まちづくりと一体となった活力ある産業

構造の構築」、「未来を担う人づくり」、「地域資源を活かしたみずほの顔づくり」と定め、施

策を推進し、第５次瑞穂町長期総合計画の基本目標４に掲げる『つながりと活力にあふれるま

ち』の達成に向けて取り組んでまいります。 

 本計画の推進にあたり、事業者、住民、行政がそれぞれの役割を踏まえ、協働して各施策をす

すめてまいりますので、より一層のご理解ご協力をお願い申し上げます。 

 結びに、計画策定にあたり、ご尽力いただきました瑞穂町商工業振興推進協議会委員の皆様を

はじめ、アンケート調査やヒアリングなど、ご協力いただきました事業者及び住民、関係団体の

皆様に厚くお礼申し上げます。 

 

令和４年３月 

瑞穂町長 杉浦 裕之    
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第１章 産業振興ビジョン策定にあたって 

１ 産業振興ビジョン策定の目的 

瑞穂町では、平成２５（２０１３）年４⽉に農業、商業、工業、観光の４産業を総合的に活性化

するための方向性と施策を示す瑞穂町産業振興ビジョンを策定し、産業振興に関する取組を推進し

てきました。 

この間、わが国を取り巻く社会経済環境は、人口減少・少子高齢化の進展をはじめ、経済のグロ

ーバル化、ＳＤＧｓによる持続可能な社会へのシフトやＡＩ・ⅠｏＴをはじめとするデジタル化と

その環境を支える５G の展開等、急速な変革の中にあります。 

さらに、令和２（２０２０）年に世界中にまん延した新型コロナウイルスの影響により、人々の

消費・経済活動が大きく変化する中、厳しい経済情勢への対応と事業活動のあり方を転換する必要

に迫られています。 

一方で、瑞穂町においては、多摩都市モノレール箱根ケ崎方面への延伸が計画され、⼟地区画整

理事業が進められるなど計画的な⼟地利用が推進される中、優良な産業地の形成をはかるなど、好

機をしっかりと町の産業の成長につなげていくことが求められます。 

このような状況において、町の産業力を高め、より魅力的なものに成長させていくためには、こ

れまでの取組や新たな社会構造・産業構造の変化をとらえ、瑞穂町の特性を活かした産業振興の方

向性を示す必要があります。 

これらを踏まえ、今後の産業振興の方向性や求められる施策を示すとともに、事業者や住民、関

係団体、行政が共有し、実効性のある取組を実現するため、瑞穂町産業振興ビジョン（以下、「本ビ

ジョン」という。）を改定するものです。 
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２ 産業振興ビジョンの位置づけ 

瑞穂町では、第 5 次瑞穂町長期総合計画を最上位計画として各種施策を推進しています。 

本ビジョンは、長期総合計画に基づき、農業、商業、工業、観光の４産業を統合的に活性化する

ための方向性と施策の大枠を示す産業部門の将来像、構想であり、それぞれの産業のより詳細な計

画については、個別に策定する必要があります。 

本ビジョンの推進にあたっては、上位計画である第 5 次瑞穂町長期総合計画や瑞穂町都市計画マ

スタープラン等の関連計画と連携をはかります。 

  

 

 

 

 

 

 

  

第５次瑞穂町長期総合計画〔計画期間 令和３（2021）～令和 12（2030）年度〕 

将来都市像  すみたいまち つながるまち あたらしいまち 

～“そうぞう”しよう みらいにずっとほこれるみずほ～ 

基本目標４ つながりと活力にあふれるまち 

施策分野と施策 

１ 農業  １）農業経営基盤の強化 

２）農地の保全と担い手の確保 

３）ふれあい農業の推進 

２ 商工業  １）商業の振興 

２）工業の振興 

３）企業誘致の推進 

４）新しい産業の創出・イノベーション 

３ 観光・イベント １）地域資源の充実・活用 

２）観光情報の発信・イベント情報の充実 

瑞穂町産業振興ビジョン〔計画期間 令和４（2022）～令和 13（2031）年度〕 

工業振興計画     〔計画期間 令和４（2022）～令和 13（2031）年度〕 

 

瑞穂町商店街振興プラン〔計画期間 平成 15（2003）年度～〕 

農業振興計画     〔計画期間 令和３（2021）～令和 12（2030）年度〕 

瑞穂町都市計画マスタープラン〔計画期間 令和 3（2021）～令和 22（2040）年度〕 

連
携
・
整
合 

整
合 
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３ 計画の期間 

計画期間は、令和４（２０２２）～令和１３（２０３１）年度の１０年間とします。なお、今後

の社会情勢等の変化に対応するため、必要に応じて適宜見直しを行います。 

 

 令和３

(2021) 

年度 

令和４ 

(2022) 

年度 

令和 5 

(2023) 

年度 

令和 6 

(2024) 

年度 

令和 7 

(2025) 

年度 

令和 8 

(2026)

年度 

令和 9 

(2027) 

年度 

令和 10 

(2028) 

年度 

令和 11 

(2029) 

年度 

令和 12 

(2030) 

年度 

令和 13 

(2031) 

年度 

第５次瑞穂

町長期総合

計画 

           

産業振興 

ビジョン 

      

 

     

工業振興 

計画 

           

農業振興 

計画 

           

瑞穂町都市

計画マスタ

ープラン 

           

※新型コロナウイルス感染拡大の影響を踏まえ、産業振興ビジョンと工業振興計画の改定を 1 年延期

しました。 

 

 

 

  

基本構想 2021～2030 年度（10 年間） 

2022～2031 年度（10 年間） 

前期基本計画 後期基本計画 

2022～2031 年度（10 年間） 

2021～2030 年度（10 年間） 

2021～2040 年度（20 年間） 

中間 

見直し 
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４ 産業振興ビジョン（平成２５年策定）の評価と課題 

瑞穂町では、平成２５（２０１３）年４⽉に産業振興ビジョンを策定し、町の将来の暮らしのイ

メージを「東京みずほライフ」として位置づけ、『みんながつくる「マイスター交流・育成都市」』

をコンセプトに産業施策を推進してきました。 

産業振興ビジョンの推進にあたり、３つの基本的方向を定め、さらには、産業振興ビジョン策定

におけるワークショップを推進の主体と位置づけ、ワークショップの拡充・入れ替えを行いながら、

産業振興のアクションプラン（施策）の検討と実践、評価を行うこととしました。 

基本的方向１「住みたくなるまちを目指して４産業が価値創造に挑戦」では、農業、商業、工業、

観光の連携によるワークショップを開催し、特産品の研究・開発に取り組みました。結果として、

具現化には至りませんでしたが、多様な主体の連携による取組は大きな成果であり、さらなる連携

をはかるためには、各産業が連携する仕掛けづくりを進め、事業者の経営基盤強化につながる取組

が求められます。 

基本的方向２「人材の発掘・育成」では、事業承継セミナー、創業者向けセミナーおよび相談支

援等を行ってきましたが、より工夫した取組による事業承継の促進と、創業支援については町、商

工会、金融機関等が連携した効果的な取組が課題となっています。また、みずほマイスターの発掘・

育成については、制度化には至りませんでしたが、これまで培った技術力の承継・向上と町の産業

の発展のためにも、マイスターの発掘・育成について継続的な取組が必要です。 

基本方針３「内外に対するＰＲ・ブランド戦略」では、みずほブランドの認定品目も着々と増え、

イベント等における販売を事業者が主体で行うことにより商品や作成プロセスの魅力発信につな

がり、商業や農業の振興に結びついています。各産業のブランド化を進めるためにも、農業、商業、

工業、観光の連携による新たな特産品の開発や効果的なＰＲ等の取組が求められます。 
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第２章 瑞穂町の産業の現状と課題 

１ 瑞穂町を取り巻く社会経済情勢 

（１）社会経済情勢の動向 

○新型コロナウイルス感染拡大による経済活動への影響 

令和２年（２０２０）年に感染拡大した新型コロナウイルスは、経済活動、社会のシステムお

よび人々の生活に大きな脅威をもたらし、経済・雇用の不安定化、働き方の変化等、あらゆる影

響を及ぼしています。世界的に経済が後退する状況において、事業者は、事業継続と景気回復の

ためにも、厳しい経済情勢への対応と事業活動の転換等が迫られています。 

 

○人口減少・少子高齢化の進展 

 令和２（２０２０）年の国勢調査によると、わが国の人口は１億２，６２２万７千人となり、

人口減少が継続しています。「日本の将来推計人口（平成２９年推計）」によると、生産年齢人口、

年少人口が減少する一方で、６５歳以上人口の増加傾向が続くことから、令和２０（２０３８）

年には３人に１人が高齢者となることが予測されています。 

また、わが国の総人口が減少する中で、総人口に占める東京圏の人口の割合が今後も上昇する

とされており、地方においては人口減少への対応や地域活力を維持・向上させる積極的な取組が

求められています。 

 

○ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）の推進 

 デジタル化の進展により社会の変革（ＤＸ：デジタル・トランスフォーメーション）が求めら

れ、今後、デジタル技術やＡＩ、ⅠｏＴ、ロボット等の活用による業務の効率化や新たな価値の

創造に向けた動きが加速していくと予想されます。 

 

○カーボンニュートラルの実現に向けた取組の推進 

 国際的に脱炭素の機運が高まる中、国は、令和 3２（２０５０）年までに温室効果ガスの排出

を全体としてゼロにする「２０５０年カーボンニュートラル宣言」を令和２（２０２０）年に発

表しました。今後、行政をはじめ事業者、住民においては、再生可能エネルギーの導入、省エネ

ルギーの推進等によって二酸化炭素の排出量を抑制することが求められ、これまでの産業構造や

事業からの大きな転換が必要となってきます。 
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○ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の取組の推進 

 平成２７（２０１５）年の国連サミットにおいて国際社会共通の目標として採択された「ＳＤ

Ｇｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）」は、国内外において、社会経

済のさまざまな分野で、重要な行動規範として定着しつつあります。 

産業政策においても、工業製品を製作するものづくり産業、自然資源を活用する農業や観光、

働きがいのある環境づくり等、ＳＤＧｓの行動規範と達成に向けた貢献において、重要な位置づ

けを占めるため、産業の価値を高めることにつながる重要な視点として、ＳＤＧｓの考え方を踏

まえながら取組を推進することが求められます。 
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（２）東京都の産業政策 

○「未来の東京」戦略 

東京都は、新型コロナウイルスや気候危機等、１００年に１度と言われる災禍を克服し、１０

０年先も豊かさにあふれる持続可能な都市をめざすため、令和３（２０２１）年３⽉に「『未来の

東京』戦略」を策定しました。 

同戦略では「目指す２０４０年代の東京の姿『ビジョン』」の実現に向け、２０３０年に向けて

取り組むべき２０＋１の「戦略」と、１２２の「推進プロジェクト」を提示しています。この戦

略のうち「戦略１２ 稼ぐ東京・イノベーション戦略」においては「多摩イノベーションパーク

構想」に取り組むことを示しており、多摩地域を舞台に世界有数のイノベーション先進エリアと

しての確立をめざすこととしています。 

 

■多摩イノベーションパーク構想のイメージ 

 

出典：「未来の東京」戦略、令和３（２０２１）年 

 

また、「戦略１７多摩・島しょ振興戦略」においては、小規模企業の経営基盤強化、地域資源を

活用した新製品・サービス開発の支援等に取り組むほか、スマート化やブランド化により次世代

につなぐ農林水産業を確立するための多摩・島しょ農林水産業プロジェクト、多摩地域において

職住近接で働き、暮らせる環境を整備するため、テレワークやサテライトオフィスの活用を促進

する新たな時代の働き方支援プロジェクト、交通ネットワークの強化、多摩・島しょ地域観光振

興プロジェクト等、地域の特色を活かした地域社会を都と市町村でつくり上げることを目標とし

ています。 
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○東京都中小企業振興ビジョン 

東京都は平成３１（２０１９）年１⽉、中小企業振興を総合的かつ計画的に進めるため「東京

都中小企業振興ビジョン」を策定しました。同ビジョンでは５つのめざすべき姿とそのための５

つの戦略が示され、イノベーションの創出、人材の確保・育成強化等、さまざまな施策を展開し

ていくこととしています。 

 

■東京都中小企業振興ビジョンにおけるめざすべき姿と戦略 

 

 

 

 

 

 

○新しい多摩の振興プラン 

東京都は令和 3（２０２１）年 9 ⽉に、「新しい多摩の振興プラン ～サステナブル・リカバリ

ー 多摩のさらなる発展に向けて～」を策定しました。この計画は、｢『未来の東京』戦略｣で示

された「３か年のアクションプラン」や各局の計画等に基づき、３か年で都が実施する取組を中

心に、その方向性や具体的な取組を多摩に特化した視点で取りまとめたものです。 

取組の基本方針を「それぞれの地域の特色を活かし、賑わいと活力に満ち溢れ豊かな自然と都

市機能が調和したより良い多摩を、サステナブル・リカバリーの視点を持って都と市町村でつく

りあげる」と定めています。産業振興分野に関しては、取組の区分 4 地域資源と先端技術を活か

し、スマートな産業が確立されたまち において地域資源と先端技術を活かしたまちとすること

を基本に据えています。 

 

■新しい多摩の振興プラン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

戦略Ⅰ 経営マネジメントの強化 

戦略Ⅱ 中小企業の成長戦略の推進 

戦略Ⅲ 起業エコシステムの創出 

戦略Ⅳ 活力ある地域経済に向けた基盤整備 

戦略Ⅴ 人材力の強化と働き方改革の推進 

（1）持続可能性のある経営を実現 

（2）イノベーション創出や海外展開による力強い成長 

（3）世界有数の起業しやすい都市へと発展 

（4）小規模企業の活躍等による地域力の向上 

（5）多様な人材が中小企業で活躍 

基本方針 

それぞれの地域の特色を活かし、賑わいと活力に満ち溢れ 

豊かな自然と都市機能が調和したより良い多摩を、サステナブル・リカバリーの視点を持って 

都と市町村でつくりあげる 

方向性 

１ 新型コロナの危機を乗り越え、大きな社会の変化・変革を多摩地域の更なる発展のチャンスへ 

２ 多摩地域における地域それぞれの特性や課題に応じ、多様なポテンシャルを伸ばすとともに、 

様々な課題の解決をはかっていく 

【産業振興分野】 
・多摩地域にある大学、研究機関、専門人材、高い技術力を有する中小企業等の集積を生かすととも

に、国内外の先端産業やスタートアップとの活発な融合により、多摩を世界有数のイノベーショ

ン先進エリアへ発展させていく。 

・中小企業や多様な地域産業において、ＡＩ・ⅠｏＴ等の先端技術の活用等により、多摩地域の稼ぐ

力を高め、競争力のある魅力的な産業へと成長させていく。 

・多摩産の農産物や多摩産材等、多摩地域は多様な地域資源を有しており、それらのブランド化と魅

力の発信等により、付加価値の高い魅力的な農林水産業へと成長させていく。 
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２ 瑞穂町の概要 

（１）概況 

○東京都心から北⻄約４０㎞圏、狭⼭丘陵の⻄端、⻄多摩地域東部に位置しています。東は武蔵

村⼭市と埼玉県所沢市、⻄は青梅市と羽村市、南は福生市、北は埼玉県入間市に接しています。

また、町の南部には横田基地が位置しています。 

○狭⼭丘陵の豊かな緑、田園農地、残堀川や狭⼭池等水辺環境の良さ等、多彩な地域資源を有す

る自然環境豊かなまちです。 

○鉄道はＪＲ⼋高線が南北に⾛り、乗降駅として箱根ケ崎駅があります。また、道路は南北を通

過する国道１６号のほか、青梅街道・新青梅街道、岩蔵街道等が⾛っており、道路による広域

交通の利便性が高い地域となっています。 

○多摩都市モノレールの箱根ケ崎方面への延伸が計画されています。公共交通機関や広域道路網

との連携、転入者の増加・企業の進出等を見据えた⼟地利用等、多摩都市モノレール延伸と一

体となった沿線の新たなまちづくりが求められています。 

 

■⼟地利用方針図（瑞穂町都市計画マスタープランより抜粋） 
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（２）人口 

 

■総人口・年齢３区分別人口 

生産年齢人口、年少人口の減少が続く中、将来的にも総人口の減少が予測されます。 

 
資料：実績値は国勢調査、推計値は国立社会保障・人口問題研究所 

※総人口には年齢不詳を含む。 

 

■将来人口フレームによる総人口および年齢３区分別人口 

２０３０年の人口フレームは、今後１０年間における⼟地区画整理事業の進展、多摩都市モノ

レール延伸にかかわる影響や子育て支援策等による人口増を見込み、次のように想定します。 

 

 

資料：第５次瑞穂町長期総合計画 
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■昼間人口指数 

昼間人口指数は上昇傾向となっています。これは、通学者の流入や、通勤における町外からの

従業者流入の多さによるものと考えられ、産業都市としての町の特性となっています。 

 
資料：国勢調査 

 

 

（３）産業構造の全体像 

 

■町内事業所・従業者数 

事業所数は近年ではゆるやかに増減しながらも、横ばい傾向が続いています。また、従業者数

は２０１２年に大きな減少がみられましたが、長期的にみると緩やかな増加傾向となっています。 

 

 
資料：1996 年までは事業所統計調査、2006 年までは事業所・企業統計調査 

2009 年、2014 年は経済センサス-基礎調査 

2012 年、2016 年は経済センサス-活動調査 

※調査年により資料が異なる 
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○産業大分類別構成比において、東京都と比較して瑞穂町の事業所数は、「建設業」、「製造業」の

割合が高く、従業者数では「製造業」、「運輸業・郵便業」の割合が高くなっています。 

 

■産業別事業所数、従業者数・構成割合 

 

資料：東京都総務局統計部（２０１６年） 

  

瑞穂町 構成比(%) 東京都 構成比(%) 瑞穂町 構成比(%) 東京都 構成比(%)

1,624 100.0 621,671 100.0 21,509 100.0 9,005,511 100.0

第１次
産　業

農林漁業 4 0.2 467 0.1 43 0.2 3,684 0.0

鉱業・採石業・砂利採取業 - - 78 0.0 - - 1,846 0.0

建設業 199 12.3 40,014 6.4 1,010 4.7 456,848 5.1

製造業 437 26.9 43,569 7.0 7,828 36.4 589,948 6.6

電気・ガス・熱供給・水道業 - - 397 0.1 - - 21,826 0.2

情報通信業 2 0.1 21,935 3.5 7 0.0 849,374 9.4

運輸業・郵便業 84 5.2 15,099 2.4 2,878 13.4 442,601 4.9

卸売業・小売業 399 24.6 150,728 24.2 4,039 18.8 1,983,374 22.0

金融業・保険業 9 0.6 10,601 1.7 130 0.6 410,915 4.6

不動産業・物品賃貸業 56 3.4 55,758 9.0 386 1.8 350,194 3.9

学術研究・専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 26 1.6 41,129 6.6 123 0.6 488,426 5.4

宿泊業・飲食サービス業 111 6.8 89,160 14.3 1,035 4.8 865,996 9.6

生活関連サービス業・娯楽業 88 5.4 46,450 7.5 872 4.1 332,189 3.7

教育・学習支援業 20 1.2 18,381 3.0 132 0.6 348,350 3.9

医療・福祉 78 4.8 48,461 7.8 1,454 6.8 802,679 8.9

複合サービス事業 6 0.4 1,720 0.3 66 0.3 33,114 0.4

サービス業
（他に分類されないもの）

105 6.5 37,724 6.1 1,506 7.0 1,024,147 11.4

業  種
事業所数（か所） 従業者数（人）

総  数

第２次
産　業

第３次
産　業
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○地域経済の自立度を示す地域経済循環率は１７０．８%となっています。これは都内でも上位

の数値です。第 2 次産業に特化した経済構造となっており、生産力が高い一方で、町外への分

配も高く、所得が流出していることがうかがえます。支出について、民間消費は町外に流出し

ていますが、その他支出は地域外からの流入が大きくなっています。 

 

■瑞穂町における地域経済循環図（２０２１年 8 ⽉時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ＲＥＳＡＳ 

  

※地域経済循環：①地域内企業の経済活動を通じて生産された付加価値は、②労働者や企業の所得として分配さ

れ、③消費や投資として支出されて、再び地域内企業に還流するという流れを指しています。地域経済循環図

は、地域のお金の流れを生産（付加価値額）、分配（所得）、支出の三段階で「見える化」したものです。これ

により、地域経済の全体像と、各段階におけるお金の流出・流入の状況を把握することができます。 

 

 

地域経済循環率は

100％を超えており、

都内で上位の位置づ

けとなっている。 

民 間 消 費 は 約

30％の町外流出、

その他支出（企業

の移輸出入収支

等）は約 98％が町

に流入している。 

528億円 

1,201億円 

地域外への 

流出 

雇用者所得の約 31％

を町外に分配している。 

地域外への 

流出 

846億円 

 

740億円 

生産額は第２次

産業が最も高

く、一人当たり

付加価値額の

全国順位も高

位にある。 
2,216億円 377億円 

０億円 

地域外からの 

流入 

地域外への 

流出 
地域外からの 

流入 

895億円 

141億円 

1,610億円 

644億円 
27億円 

1,100億円 
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３ 農業の現状 

■農家数・経営耕地面積 

農家数、経営耕地面積は減少傾向となっており、特に兼業農家の減少が大きくなっています。 

 

  
資料：農林業センサス 

 

 

 

■農家の構成割合 

農家のうちの自給的農家の割合は都よりも高くなっています。 

 

 

資料：農林業センサス（2015 年） 
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■農業産出額 

瑞穂町の農業産出額の内訳は「野菜」が６億２，５００万円(８０．６％)を占めています。次

いで「花き」が１億１，４００万円(１４．７％)となっています。 

 

 
資料：東京都の地域・区市町村別農業データブック（令和元年） 

 

 

■農業産出額の東京都との比較 

東京都の農業産出額の構成割合と比較すると、東京都も「野菜」の割合が高いものの令和元（２

０１９）年では６８．９％であり、瑞穂町が１０ポイント以上高くなっています。 

 

 
資料：東京都の地域・区市町村別農業データブック（令和元年） 
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４ 商業・サービス業の現状 

■卸売業・小売業事業所数、従業者数 

卸売業・小売業の事業所数は２０１２年に大きく減少して、その後増加しています。従業者数

は事業所数と同様に２０１２年に減少の後、増加傾向となっています。 

 

 
資料：商業統計調査および経済センサス－活動調査 

 

 

■卸売業・小売業年間商品販売額 

卸売業・小売業の年間商品販売額は、１９９９年以降増加傾向となっています。小売業売場面

積については、直近では増加となっています。 

 

 

資料：商業統計調査および経済センサス－活動調査 
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■小売吸引力指数 

小売吸引力指数では、瑞穂町は周辺市町の中では２番目の高さとなっていますが、２０１２年

から２０１６年にかけては、やや減少しています。 

 

 

資料：商業統計調査 

経済センサス－活動調査 

東京都統計（住民基本台帳による人口） 

※小売吸引力指数：市町村民一人当たりの小売販売額を都道府県民一人当たりの小売販売額で除したもので

あり、1.0 を上回る市町村は、周辺地域から購買客を吸引している状態にあると分析できる指数です。 

 

  

1.00 1.00

1.29
1.24

0.57
0.590.60

0.65

0.83 0.82

0.61
0.68

0.56 0.48

1.38 1.39

0.40

0.80

1.20

1.60

2012年 2016年

東京都

青梅市

瑞穂町

福生市

あきる野市

羽村市

武蔵村山市

日の出町
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５ 工業の現状 

■製造業事業所数、従業者数 

製造業事業所数、従業者数は１９９７年と２０１２年に減少しており、それ以外の期間は一定

の水準を維持しながら増減を繰り返しています。 

 

 
資料：商業統計調査および経済センサス－活動調査 

※調査年により資料が異なる 

 

 

■製造品出荷額等と付加価値額 

製造品出荷額等、付加価値額ともに、減少している年はあるものの、２０１６年以降はそれま

での水準を上回っています。 

 

 
資料：工業統計調査および経済センサス－活動調査 

※製造品出荷額等：製造品出荷額等とは、製造品出荷額に、製造工程から出たくず及び廃物の出荷額、加工

賃収入額、その他収入額を加えたものです。 

※付加価値額：付加価値額とは、企業等の生産活動によって新たに生み出された価値のことで、売上高から

原材料等の価値を差し引くことによって算出されます。  

244 226
289

301 300 281
206 211 212

5,842
5,349

6,173
6,529 6,850 6,621

5,815 6,407 6,134

0

2,000

4,000

6,000

8,000

0

200

400

600

800

1994年 1997年 1999年 2002年 2004年 2007年 2012年 2014年 2016年

（人）（か所）

事業所数 従業者数

3,269

3,222

1,059

3,140
3,553

4,108

3,043

5,750 5,834 5,919 5,195

1,579 1,606

444
1,356

1,495 1,734

606

3,168
3,389 3,318

3,132

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

（億円）

製造品出荷額等 付加価値額
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■付加価値額割合(企業単位) ２０１６年 

産業別にみた付加価値額の割合は、製造業が最も多くを占めています。 

 

 

資料：ＲＥＳＡＳ（経済センサス－活動調査） 

※１％未満の項目は「その他」にまとめています。 

 

■「製造業」の付加価値額（企業単位）２０１６年 

製造業の付加価値額をみると、東京都の割合と比べて、「生産用機械器具製造業」「金属製品製

造業」「プラスチック製品製造業」「業務用機械器具製造業」等は割合が高い業種となっています。 

 

資料：ＲＥＳＡＳ（経済センサス－活動調査） 

※瑞穂町における付加価値額割合のうち、上位６位以下の項目は灰色で色を統一しています。 

  

8.6%

41.6%

6.8%

21.3%

11.4%

建設業

製造業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

医療、福祉

サービス業（他に分類されないもの）

その他

製造業卸売業、
小売業

医療、

福祉

建設業

運輸業、郵便業

-20% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

瑞穂町

東京都

全国

食料品製造業
7.4%

プラスチック製品
製造業 8.5%

金属製品製造業
15.9%

生産用機械器具
製造業 26.8%

業務用機械器具
製造業 7.0%
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６ 観光の現状 

○自然豊かな瑞穂町には、貴重な自然環境が残され、貴重な動植物が生息しています。こうした

自然を求めて、狭⼭丘陵にはハイキングや自然観察等、年間を通して多くの観光客が訪れてい

ます。 

○町では、産業まつりをはじめとしてさくらまつり、サマーフェスティバル等のイベントでにぎ

わい、また、各地区では伝統的な祭り等が開催され、多くの来場者による交流がはかられてい

ます。 

○町内には郷⼟資料館「けやき館」、文化と芸術に触れあう「耕心館」、２０万株のカタクリの群

生地「さやま花多来里の郷」等があり、町内外から多くの方が訪れています。とりわけ、瑞穂

町の歴史や文化、自然について楽しく学ぶことができる郷⼟資料館「けやき館」には年間６万

人もの来館者があり、自然豊かな狭⼭丘陵とともに、町の観光拠点となっています。 

○各施設とも新型コロナウイルス感染拡大の影響により、令和元年度末頃から、各イベントの中

止・延期、臨時休館を強いられたことや、外出自粛により入場者数が減少したと考えられます。 

 

■町内施設の入場者数 

  

※さやま花多来里の郷については、シーズン（３⽉～４⽉）の終わった時点の年度で掲載しています。 

  

69,698

59,019
62,322

67,327

47,489

14,465

33,282 34,886
40,392

45,666
39,325

18,173

10,839
15,085 16,148

12,446 12,119 7,476
0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

（人）

郷土資料館けやき館 耕心館 さやま花多来里の郷
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７ 事業者の意向 

産業振興ビジョンおよび工業振興計画の策定にあたり、町内の事業所の現状を把握するためにア

ンケート調査を実施しました。実施概要と結果は以下のとおりです。 

 

（１）調査の実施概要 

調査対象：町内に支店または本店のある１，７４０事業所 

回 収 率：５６１件回収、回収率３２．２％ 

調査方法：郵送配付回収 

調査期間：令和３（２０２１）年６⽉１８日～７⽉２日 

 

（２）結果の概要 

■代表者の年齢 

代表者の年齢は５０歳代が２８．３％と最も多くなっています。また、６０歳代と７０歳以上

の合計が４９．６％となっています。 

 

 
 

■事業承継の状況 

事業承継については「まだ考えていない」の割合が多いものの、規模の小さい事業所では「今

の代でやめたい」という意見が多く、規模の大きい事業所では「後継者が決まっている」傾向と

なっています。 

  

0.2 

2.1 15.9 28.3 22.3 27.3 3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=561）

20歳代以下 30歳代 40歳代 50歳代

60歳代 70歳以上 不明・無回答

23.9 12.3 3.2 5.2 15.5 29.2 4.5 6.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=561）

後継者が決まっている

継がせたいが決まっていない

継がせたいが候補がいない

事業の見通しがあるが今の代でやめたい

先行きがみえないので今の代でやめたい

まだ考えていない

その他

不明・無回答
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■２０１７年～２０１９年の売上傾向 

２０１７年～２０１９年の売上傾向についてみると、「横ばい」が４７．２％と最も多く、次い

で「減少傾向」が３０．３％、「増加傾向」が１８．０％となっています。 

 

 
 

 

■２０１７年～２０１９年の収益傾向 

２０１７年～２０１９年の収益傾向についてみると、「収支均衡」が３６．５％と最も多く、次

いで「黒字基調」が３２．６％、「赤字基調」が２４．８％となっています。 

 
 

 

■新型コロナウイルスによる緊急事態宣言発出以降とそれ以前の売上傾向、収益傾向の比較 

新型コロナウイルスによる緊急事態宣言発出以降とそれ以前を比較した売上傾向の変化につ

いてみると、『増加（「大幅に増加した」と「増加した」の計）』は７．１％、「変わらない」が２

７．５％、『減少（「減少した」と「大幅に減少した」の計）』が５８．３％となっています。 

 

 

  

18.0 47.2 30.3 4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=561）

増加傾向 横ばい 減少傾向 不明・無回答

32.6 36.5 24.8 6.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=561）

黒字基調 収支均衡 赤字基調 不明・無回答

0.5 

0.2 

6.6 

6.1 

27.5 

32.3 

35.5 

32.8 

22.8 

20.5 

7.1 

8.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

売上傾向（N＝561）

収益傾向（N＝561）

大幅に増加した 増加した 変わらない 減少した

大幅に減少した 不明・無回答
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■事業所の強み・セールスポイント 

事業所の強み・セールスポイントについてみると、「熟練技能者による技術力」が４０．８％と

最も多く、次いで「短納期対応力」が２９．６％、「少量・変種対応力」が２６．２％となってい

ます。 

 

 

■事業所が顧客・販売先から期待されていると思われること 

顧客・販売先から期待されていることについてみると、「品質の向上」が４０．６％と最も多

く、次いで「短納期への対応」が３９．８％、「低コストへの対応」が３６．４％となっています。 

 

 

  

11.4 

6.4 

2.5 

6.6 

5.9 

10.0 

10.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ブランド力

情報収集・発信能力

資金調達力

経営・管理能力

人材育成能力

その他

不明・無回答

10.2 

40.8 

5.5 

2.9 

12.3 

29.6 

26.2 

9.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

企画・開発力

熟練技能者による技術力

機械化による技術力

デザイン力

価格競争力

短納期対応力

少量・変種対応力

販売力

全体（N=561）

36.4 

39.8 

8.2 

28.3 

40.6 

3.4 

9.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

低コストへの対応

短納期への対応

量産への対応

少量・変種対応

品質の向上

ＶＥ（バリューエンジニアリング）提案

新製品の開発・提案

全体（N=561）

7.3 

1.6 

2.0 

11.4 

8.2 

13.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

新技術の開発・提案

海外への展開

ＩＳＯなどの取得

経営の安定

その他

不明・無回答
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■経営上の課題 

事業所の経営上の課題についてみると、「従業員の高齢化」が３８．５％と最も多く、次いで

「人材確保」が３０．５％、「事業承継（後継ぎ）」が２３．４％となっています。 

 

 

  

11.1 

7.1 

21.0 

19.8 

5.7 

6.6 

19.1 

6.2 

6.2 

19.8 

38.5 

23.4 

8.9 

15.7 

6.1 

5.0 

30.5 

4.5 

6.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

技術・技能の低下・不足

企画・開発力の低下・不足

販売力・営業力の低下・不足

施設・設備の老朽化

原材料の調達難

納期短縮

コスト削減

安全基準の厳格化

環境問題への対応

販路開拓

従業員の高齢化

事業承継（後継ぎ）

熟練工の不足

人材教育

資金の調達難

ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）

への対応

人材確保

その他

不明・無回答

全体（N=561）
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■ＤＸについて 

事業所のＤＸ対応における課題についてみると、「ＤＸに取り組んでいないため分からない」

が３３．５％と最も多く、次いで「デジタル化が可能な業務が少ない」が２８．９％、「従業員の

ＩＴの知識・活用能力が不十分である」が１５．７％となっています。 

 

 
  

9.6 

3.4 

7.8 

3.4 

10.9 

15.7 

28.9 

7.3 

1.1 

33.5 

4.5 

17.8 

0% 10% 20% 30% 40%

ＤＸを進めるメリットが事業所内で共有されない

ビジネスや組織の変革に対する抵抗感が強い

ＤＸを推進するための既存システムの改修の負担が大きい

ＤＸの推進に向けた取り組みの成果・収益が上がらない

ＤＸを担う能力のある人材が確保できない

従業員のITの知識・活用能力が不十分である

デジタル化が可能な業務が少ない

自社のどの業務をデジタルに移行すれば良いのか分からない

その他

ＤＸに取り組んでいないため分からない

ＤＸに取り組んでいるが特に課題はない

不明・無回答

全体（N=561）
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■外部連携について 

外部と連携している取組についてみると、「特にない」が６０．６％と最も多く、次いで「同業

種交流」が２０．３％、「異業種交流」が７．７％となっています。 

今後取り組んでみたい外部との連携策についてみると、「同業種交流」が１４．３％、「異業種

交流」が１１．６％、「地域貢献」が１１．２％となっています。 

 

 

  

2.1 

2.5 

20.3 

7.7 

1.2 

6.6 

60.6 

11.4 

3.7 

3.7 

14.3 

11.6 

5.5 

11.2 

57.6 

11.2 

0% 20% 40% 60% 80%

共同受注

共同開発

同業種交流

異業種交流

産学連携

地域貢献

特にない

不明・無回答

全体（N＝561）

現在取り組んでいるもの 今後取り組みたいもの
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■今後の経営方針 

今後の経営方針についてみると、「現状維持したい」が３８．１％と最も多く、次いで「販路・

商圏拡大」「品質向上」が２２．８％、「人員拡大」が２１．９％となっています。 

 

 

  

10.2 

21.9 

22.8 

1.4 

6.6 

14.1 

9.4 

8.7 

7.3 

2.7 

22.8 

38.1 

2.7 

4.3 

1.6 

1.1 

8.4 

2.0 

6.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

事業所・工場の面積拡大

人員拡大

販路・商圏拡大

海外取引拡大

ネットでの展開拡大

新規事業開発

新規商品の開発

新技術の開発

製品の多様化

製品の絞り込み

品質向上

現状維持したい

商売替え（業種変更）を検討

縮小を検討

事業の売却を検討

会社の売却を検討

廃業を検討

その他

不明・無回答

全体（N=561）
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■事業所が瑞穂町に立地するメリット 

事業所が瑞穂町に立地するメリットについてみると、「特にない」が３２．４％と最も多く、次

いで「顧客・販売先が近くに立地している」が２６．９％、「⼟地購入代・地代・家賃が安い」が

１６．４％となっています。 

 
 

■事業所の立地上の問題点 

事業所の立地上の問題点についてみると、「特にない」が３０．５％と最も多く、次いで「建

物・設備の老朽化」が２４．８％、「事業スペースが狭い」が１８．５％となっています。 

 

 

  

26.9 

8.9 

3.7 

15.5 

7.0 

16.4 

1.6 

0.9 

4.8 

2.5 

32.4 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40%

顧客・販売先が近くに立地している

仕入先が近くに立地している

同業種交流がさかん

物流における交通の利便性が高い

通勤における交通の利便性が高い

土地購入代・地代・家賃が安い

人材を採用しやすい

行政の支援が充実している

生活の利便性が高い

その他

特にない

不明・無回答

全体（N=561）

18.5 

24.8 

3.0 

12.7 

5.5 

2.3 

15.2 

2.5 

2.9 

7.5 

3.0 

30.5 

12.5 

0% 10% 20% 30% 40%

事業スペースが狭い

建物・設備の老朽化

物流における交通の利便性が悪い

通勤における交通の利便性が悪い

顧客・販売先が遠い

仕入先が遠い

人材を採用しにくい

地域イメージが悪い

住環境との不調和問題

生活の利便性が悪い

その他

特にない

不明・無回答

全体（N=561）
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８ 住民の意向 

本ビジョンおよび工業振興計画の策定にあたり、町内の住民を対象にアンケート調査を実施しま

した。実施概要と結果は以下のとおりです。 

 

（１）調査の実施概要 

調査対象：町内に居住する１８歳以上の住民１，０００名 

回 収 率：４１８件回収、回収率４１．８％ 

調査方法：郵送配付回収 

調査期間：令和３（２０２１）年６⽉１８日～７⽉２日 

 

（２）結果の概要 

■消費行動の動向 

衣料品を除いた食料品や日用品は町内の店舗で購入するという住民の割合が多くなっていま

す。食料品・日用品に関しては「町内のショッピングセンター等の商業施設」、「町内のスーパー・

コンビニ・ドラッグストア・ファミレス」が多くなっています。 

 
 

2.2 

27.0 

27.0 

33.3 

0.5 

0.0

3.6 

0.2 

1.4 

4.8 

1.0 

24.9 

32.8 

33.5 

2.4 

0.0

1.7 

0.0

0.7 

3.1 

1.2 

3.6 

22.0 

58.6 

4.8 

3.3 

1.2 

0.0

2.2 

3.1 

0% 20% 40% 60% 80%

町内の中小商店

町内のスーパー・コンビニ・ドラッグストア・ファミレス

町内のショッピングセンター等の商業施設

町外の店舗

通信販売（インターネット利用）

通信販売（電話、ファックス、雑誌等）

宅配サービス（生協など）

移動販売

その他

不明・無回答

全体（N=418）

食料品 日用品 衣料品
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■勤務（通学）先 

勤務（通学）先についてみると、「通っていない（専業主婦・専業主夫、無職の方）」が３４．

４％と最も多く、次いで「多摩地区市町村」が２５．６％、「町内」が１４．１％となっています。 

 

 
 

■町内で働く意向 

町内で働く意向についてみると、「今後働く予定はない」が２９．２％と最も多く、次いで「希

望する仕事があれば働きたい」が２２．５％、「町内で既に働いていており、今後も働きたい」が

１８．２％となっています。１０・２０歳代では「希望する仕事があれば働きたい」が５割とな

っていた一方、「町内で働きたいと思わない」が２割を超えています。 

 

 
  

7.9 

14.1 

25.6 

3.6 

4.8 

34.4 

2.2 

7.4 

0% 10% 20% 30% 40%

自宅

町内

多摩地区市町村

東京23区

埼玉県

通っていない（専業主婦・専業主夫、無職の方）

その他

不明・無回答

全体（N=418）

18.2 22.5 6.0 5.5 29.2 12.4 6.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=418）

町内で既に働いていており、今後も働きたい

希望する仕事があれば働きたい

町外で働いているが、定年後は町内で働きたい

町内で働きたいと思わない

今後働く予定はない

わからない

不明・無回答
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■現在の勤務先において、今後充実させるべき、または希望する制度・取組 

現在働いている方の勤務先において、今後充実させるべき、または希望する制度・取組につい

てみると、「介護休業」が２４．２％と最も多く、次いで「高齢者雇用」が２２．４％、「リモー

トワーク、サテライトオフィス等」が１９．３％となっています。 

 

 

  

9.4 

24.2 

14.3 

5.8 

15.7 

10.3 

22.4 

3.6 

17.0 

19.3 

9.0 

15.7 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

育児休業

介護休業

看護休業

セクハラ対策

パワハラ対策

ポジティブアクション

高齢者雇用

障がい者雇用

サマータイム・時差出勤

リモートワーク、サテライトオフィス等

その他

不明・無回答

全体（N=223）
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■瑞穂町の観光化を進めるために必要な取組 

瑞穂町の観光化を進めるために必要な取組についてみると、「瑞穂町の特産品の新規開発」が

３８．５％と最も多く、次いで「観光資源やレジャースポットの発掘、創造」が３５．６％、「イ

ベント開催の推進」「住民の観光に対する意識の向上」が２７．８％となっています。 

 

 

  

38.5 

27.8 

35.6 

23.0 

22.7 

27.8 

25.8 

6.5 

3.1 

10.8 

4.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

瑞穂町の特産品の新規開発

イベント開催の推進

観光資源やレジャースポットの発掘、創造

観光情報の更なる発信、プロモーション

商業や農業、工業などの資源の観光への活用

住民の観光に対する意識の向上

観光を推進する人材の育成

外国人向けの観光資源の開発

その他

わからない

不明・無回答

全体（N=418）
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■魅力的な観光資源 

観光資源として魅力的だと感じるものについてみると、「六道⼭公園」が５０．０％と最も多

く、次いで「シクラメン」が２９．４％、「特にない」が２２．０％となっています。 

 

 

  

50.0 

16.7 

15.1 

15.6 

12.9 

14.8 

17.7 

9.6 

29.4 

3.8 

1.7 

1.9 

22.0 

2.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

六道山公園

さやま花多来里の郷

瑞穂町郷土資料館 けやき館

耕心館

瑞穂町農畜産物直売所 ふれっしゅはうす

みずほエコパーク

狭山池公園

東京みずほブランド

シクラメン

多摩だるま

村山大島紬

その他

特にない

不明・無回答

全体（N=418）
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９ 関係団体ヒアリング 

（１）調査の実施概要 

調査対象：商工会建設業部会・商業部会・環境衛生業部会・工業部会、建設業協会、商業協同組合、

観光協会、農業委員会、町内金融機関 

調査方法：直接聞き取り調査 

期  間：令和３（２０２１）年６⽉２３日、７⽉ 5、7、9 日 

 

 

（２）結果の概要 

 

◆建設業部会・建設業協会◆ 

・建設業は人材を育成するまでに時間がかかる。人材育成の支援が必要。 

・町内で仕事を得ることは難しく、地元に還元できない。 
 

◆商業部会・商業協同組合◆ 

・瑞穂町は近郊で買い物ができる比較的便利な⼟地であるため、小規模の商店は厳しい状況。 

・一方、小規模店舗が店をたたみ、大規模店舗も撤退してしまうと地域住民の生活は大変になる。 

・小売業は事業承継を考えていない。現在の代で店をたたむところも多い。 

・商店街等のまとまった商業施設がない。 

・たまるカードの活用も進めてきたが、しりすぼみになりつつある。 
 

◆環境衛生業部会◆ 

・コロナウイルスの影響で飲食業は営業できていない店もある。 

・イベントを開催してほしい。役場通りを活用したイベントができないか。 

 

◆工業部会◆ 

・瑞穂ファントム工場の仕組みが活かし切れていない。共同受注には至っていないのが現状。 

・商工会で作成した事業所のＰＲ動画により問い合わせは増えてきたと感じる。 

・東京都の補助金は、なかなか採択につながらない。採択につながるような支援が必要。 

・デジタル化は必要である。補助金を活用し、ＡＩ・ＲＰＡを進めたい事業所もある。 

・起業、創業をめざす方に対して場所や建屋の貸し出し、シェアワークスペース（インキュベーシ

ョンオフィス）のような支援が必要。 
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◆観光協会◆ 

・観光協会ができて６０年ほど経過しているが、実際の活動は、まつりの運営のみで自主事業が少

ない。観光協会は任意団体で会員の高齢化が進む中、観光協会のあり方について再検討が必要。 

・町内には小さな観光資源は多くある。 

・観光協会は、観光に訪れた方が頼れる窓口となる役割を果たせていない。 

 

◆農業委員会◆ 

・直売所の移転、新規開発等の検討を進める必要がある。 

・町でみずほブランドの取組を進めているが、ブランド化のメリットが見えづらいため、ブランド

化した後の展開も考える必要がある。 

・後継者がおらず、継続の見込みがない農家も多い。 

・学校との連携や体験農園等、瑞穂町だからこそできる工夫がある。 
 

◆金融機関◆ 

・事業承継セミナーを実施しているが、参加者が集まらない。内容の見直しが必要。 

・広域連携の仕組みづくりが有効である。 

・インキュベーションオフィス等、交流の場ができればよい。 

 

◆共通して挙げられた課題◆ 

・農業振興地域が多く、⼟地の活用に制限がある。柔軟に⼟地を活用できるような制度設計にでき

ないか。 

・瑞穂町は道路網が充実しており、利便性が高い。一方で公共交通は不便な面もある。 

・都内の自治体であることがメリットにもデメリットにもなっている。特に人件費に関して、最低

賃金が都内の水準となるなど、他地域と比較して厳しい面もある。 

・小規模の事業所は、従業員に休みを取らせることが難しく、ワーク・ライフ・バランスを整えづ

らい。 
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10 課題のまとめ 

 

時代の変化にも対応する産業構造の構築 

 

○事業所のＤＸ対応における課題としては、ＤＸに取り組んでいないため分からないという事業

所が多くなっています。また、「デジタル化が可能な業務が少ない」「従業員のＩＴの知識・活

用能力が不十分である」「ＤＸを推進するための既存システムの改修の負担が大きい」といっ

た課題もみえてきています。時代のニーズも変化してきており、デジタル化・ＤＸ推進に関す

る取組が必要となっています。 

○瑞穂町に立地するメリットとして、顧客等が近くに立地していることや、物流における交通利

便性の高さが挙がっています。町内産業の発展においては、これらの強みを活かし、都市基盤

整備と合わせて企業誘致への取組が重要です。 

○現在、外部連携（交流等）を行っていない事業者は６割となっています。一方、「同業種交流」

「異業種交流」「地域貢献」の取組への要望が多く挙がっています。交流の場を創出し、企業間

交流、異業種連携等の機会をつくることで、新たな魅力ある産業の創出を推進することが重要

です。 

 

 

町内事業所の「経営力」の強化 

 

○事業所の経営状況について、売上や収益は前回調査時（平成２４年）よりも改善されているも

のの、新型コロナウイルスの影響により売上が減少傾向となった事業所が 5 割を超えていま

す。特に、従業員規模や売上高が小さい事業所ほど、売上が減少したと感じている傾向にあり

ます。 

○事業所の強みやセールスポイントとして、依然、技術力や対応力が挙げられているため、これ

らを活かした商業振興や工業振興の取組が重要となっています。 

○衣料品を除いた食料品や日用品は町内の店舗で購入するという住民が多くなっていますが、引

き続き、町内での購買力向上につながる商業振興の施策や取組等が必要です。 
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町内の産業基盤の強化 

 

○⼟地の有効活用と優良な産業地形成をはかるため、総合的な政策視点を持ち、計画的な⼟地利

用や公共交通網の充実等に向けた工夫が必要です。 

○住民の町内で働く意向についてみると、１０・２０歳代では「希望する仕事があれば働きたい」

が約５割となっています。魅力ある事業所や企業の集積により町内での住民の雇用拡大につな

げていくことが求められます。 

○事業承継については、事業所の代表者の年齢が若年傾向にあり、規模の大きい事業所では後継

者が決まっている状況もうかがえます。一方、６０歳代および７０歳以上を合わせると全体の

約 5 割となっており、今後も事業承継が課題になる事業所が増えていくことが想定されるた

め、継続的に取り組むことが重要です。 

 ○住民の起業の意向についてみると、１０・２０歳代では「してみたい」が約３割となっていま

す。地域産業の核となりうる新たな担い手やスタートアップを支援する取組が求められます。 

 

 

人材の育成と確保 

 

○少子高齢化等の影響により全産業を通じて、人材確保・育成への対応が課題となっています。 

○住民が勤務先に対して求める、今後充実させるべき、または希望する制度・取組では、「介護休

業」「高齢者雇用」「リモートワーク、サテライトオフィス等」が多くなっています。 

○多様な働き方、人材雇用については、従業員規模や売上高の小さい事業所ほど取組を行ってい

ない割合が高い傾向があるため、小規模、中小企業等へ向けた人材育成や多様な働き方を推進

する取組が必要です。 

 

 

地域資源を活用した魅力の創出 

 

○狭⼭丘陵、さやま花多来里の郷、郷⼟資料館「けやき館」、耕心館等には町内外から多くの方が

訪れています。その他にも、多くの魅力的な地域資源があるものの、充分な活用には至ってい

ません。 

○瑞穂町の観光振興に必要な取組として、特産品の新規開発や観光資源、レジャースポットの発

掘、創造が求められています。 

○観光の担い手確保、情報の発信、資源の磨き上げ、特産品等の開発等を通し、町のにぎわいを

つくる取組が重要です。 

 ○４産業の発展においては、町の産業や地域資源を町内外に発信し、知名度の向上をはかること

が重要であり、積極的かつ効果的なプロモーションの展開が求められます。  
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第３章 産業振興ビジョンの基本方向 

１ 将来像（コンセプト） 

 

 

 

 

 

 

 

 瑞穂町は、首都圏を結ぶ広域的な幹線道路網の充実や、⼟地区画整理事業による基盤整備の推進

等により、工場や物流施設、大型商業施設等の産業立地が進み、産業拠点として発展を遂げてきま

した。 

 近年の産業を取り巻く状況は、少子高齢化が進展し、人口減少社会が到来する中、各産業分野の

後継者や担い手不足を引き起こしています。また、経済のグローバル化による国際競争の激化や新

型コロナウイルスによる世界的な景気後退等、事業者にとって経営環境は厳しさを増しています。 

 また、産業政策においても、社会全体の持続可能な発展のため、ＳＤＧｓの視点を踏まえながら

取組を推進することが求められています。 

 このような環境の変化や新たな課題に対応するためには産業の施策の方向性を示すとともに、働

く場でありながら自然環境とも共存する暮らしやすいまちとしての強みを活かし、この町に“つど

い”、それらが相互に“つながり”合いながら、瑞穂町ならではの産業振興施策に取り組んでいくこと

が必要です。 

 今後の産業振興に向けては、町の強みや多彩な地域資源を活かすとともに、多摩都市モノレール

の延伸等、町を取り巻くビッグプロジェクトによるインパクト、そして先端技術の活用や業種・分

野の枠を超えた、より多くの主体の参画によってイノベーションを創出し、子どもたちに誇れる新

たな未来を“ひらく”まちづくりを進めます。こうした考え方を踏まえ、本ビジョンの将来像を「イ

ノベーションでみらいをひらく 新たな魅力価値を共創するまち」とします。 

 

２ 将来のめざす姿 

「イノベーションでみらいをひらく 新たな魅力価値を共創するまち」をコンセプトとし、将来

のめざす姿を次のとおり定め、本ビジョンを推進していきます。 

 

・各産業において、先端技術の活用によりデジタル化・ＤＸが推進され、生産性や付加価値の向上

および新たな製品・ビジネスが創出されている。 

・産官学連携等、分野を超えた多様な主体が連携し、新たな魅力価値が生まれている。 

・地域資源の魅力が最大限に活用・発揮され、町の知名度・イメージ向上および発展とともに、町

外から人・企業が集まり、産業の活性化とにぎわいが生まれている。 

・町内事業者や町で働く人々が、町に誇りを持ち、生活の豊かさを実感しながら働いている。 
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３ 基本方針 

 将来像を実現するための基本方針として、次の５つの柱を設定し、施策を展開します。 

 

（１）産業のデジタル化・ＤＸおよびイノベーションの創出 

 農業、商業、工業の分野においてＡＩ・ⅠｏＴ・ロボット・ビッグデータ・５Ｇ等の活用が加速

する中で、デジタル化への対応を促進し、最先端技術の活用により付加価値および生産性の向上を

はかり、競争力を強化します。また、これまで培われてきた熟練技術の技術承継においても、デジ

タル技術の活用を促進します。 

さらには、企業間および産学官等の多様な人材の交流・連携を促進し、さまざまな事業課題の解

決をはかり、東京都が推進する多摩イノベーションパーク構想を踏まえ、業種や分野の枠を超えた

連携により新たな産業やイノベーションの創出を促進します。 

 

（２）経営基盤強化による「経営力」の向上 

 町内産業が持続的に発展していけるよう、事業者が抱えるさまざまな経営課題を解決し「経営力」

の向上をはかるため、設備投資支援や経営相談、販路開拓支援等、さまざまな支援策の充実と積極

的な活用を促進します。 

 また、変革する社会経済情勢や事業者の経営課題に応じて、新たな支援策についても検討し、事

業者の「経営力」の向上に向けた取組を支援します。さらに、事業活動の継続性と稼ぐ力の向上を

はかるため、販路拡大に向けた取組を推進します。 

 

（３）まちづくりと一体となった活力ある産業構造の構築 

 多摩都市モノレールの箱根ケ崎方面への延伸に向けた取組が具体化してきており、多摩都市モノ

レール延伸と一体となったまちづくりが進められる中、新たな活力を創出する産業地や商業業務地

拠点の形成が必要となっています。 

また、圏央道、国道１６号等広域交通利便性の高い立地を活かして、企業が魅力を感じる立地条

件と交通環境の整った産業地づくりを進めることで企業誘致につなげます。さらには、インキュベ

ーション機能も付加した起業支援をはじめ、事業承継支援や新たな雇用の場の創出をはかりながら、

活力ある産業構造の構築をめざします。 
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（４）未来を担う人づくり 

 人口減少、少子高齢化が進む中、長期的な視点を持って、未来の瑞穂町の産業を担う人材を育成

するため、さまざまな取組を推進します。 

 また、就労機会の確保や技術向上の支援、就労環境の整備によって、事業者が抱える人材確保・

育成への課題に対応します。 

さらに、未来の担い手となりうる子どもたちに対して、農業体験や工場見学等、町内資源を活用

したさまざまな取組を展開し、町の産業についての理解促進に努めます。 

 

（５）地域資源を活かしたみずほの顔づくり 

 瑞穂町では、狭⼭丘陵の豊かな自然環境や景観が保全され、野⼭北・六道⼭公園やさやま花多来

里の郷等には年間を通じて多くの観光客が訪れています。また、産業まつりをはじめとするさまざ

まなイベントにおいても多くの交流人口でにぎわいをみせています。 

さらなる地域の活性化に向けて、多彩な地域資源を活用した新たな魅力を創出し、地域経済の活

性化と一体となった観光の振興をはかります。また、瑞穂町らしい魅力的な「顔」をつくりだすこ

とで、町の魅力をより一層町内外に発信し、町のブランド力を高めていきます。 
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４ 事業者・住民・町の役割 

本ビジョンを着実に推進し、町の産業の振興をはかるためには、事業者、住民、町および関係団

体がそれぞれの役割を踏まえ、協働して各施策に取り組むことが必要です。 

 

（１）主役は事業者 

事業者は、地域経済の核となります。適正な競争原理のもとで、利益を追求し、収益を上げるた

めの企業活動に取り組むとともに、地域において事業者同士の交流機会を持ちながら連携して事業

に取り組むことが期待されます。 

また、時代のニーズ、消費者の動向を常に意識し、新たなサービスを生み出し、販路拡大を進め

るなど、創意工夫による取組が期待されます。 

 

（２）住民は消費者 

住民は、地場産や地域の商店等を選択して消費行動することが、地域の経済を循環させ、産業の

活性化につながることを理解し、町の産業の応援者としての消費行動をとることが期待されます。 

また、町内の産業に従事するだけではなく、起業や創業により事業を興す新たな担い手となり、

新たな経済循環をつくり出す可能性も持っています。 

 

（３）町はコーディネーター 

町は、事業者、住民、関係団体と協働で産業振興に関する施策を計画的に推進するために事業者

や関係団体の支援、情報提供、交流の促進等コーディネーターとしての役割を担います。 
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５ 産業振興ビジョンの全体像 

 

 

 

  

 

基本方針１ 産業のデジタル化・ＤＸおよびイノベーションの創出 
・デジタル化・ＤＸの推進 ・イノベーションの創出 ・多様な人材交流の推進 

基本方針２ 経営基盤強化による「経営力」の向上 
・経営基盤の強化 ・販路の拡大 

基本方針３ まちづくりと一体となった活力ある産業構造の構築 
・企業誘致の推進 ・事業承継の促進 ・起業の促進 

基本方針４ 未来を担う人づくり 
・人材の確保・育成 ・多様な人材育成の取組 

基本方針５ 地域資源を活かしたみずほの顔づくり 
・みずほブランド・特産品の充実 ・プロモーションの推進 ・町の魅力を伝える観光事業の展開 

□各産業において、先端技術の活用によりデジタル化・ＤＸが推進され、生産性や付加価値の

向上および新たな製品・ビジネスが創出されている。 

□産官学連携等、分野を超えた多様な主体が連携し、新たな魅力価値が生まれている。 

□地域資源の魅力が最大限に活用・発揮され、町の知名度・イメージ向上および発展とともに、

町外から人・企業が集まり、産業の活性化とにぎわいが生まれている。 

□町内事業者や町で働く人々が、町に誇りを持ち、生活の豊かさを実感しながら働いている。 

 

将来のめざす姿 

主役は事業者 

住民は消費者 

町はコーディネーター 

INNOVATION
新たな魅力価値の創出

セーフティネットの充実

資源・技術・機会の新結合

未来への投資

あらゆる主体の参画・連携

事業者・住民の活力
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６ 施策の体系 

将来像 基本方針 基本施策 取組の方向性 

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
で
み
ら
い
を
ひ
ら
く 

新
た
な
魅
力
価
値
を
共
創
す
る
ま
ち 

１  産業のデ
ジタル化・ＤＸ
およびイノベー
ションの創出 

1-1 デジタル化・ＤＸの推進 

①デジタル化の促進 

②ＩCＴ活用による経営力の向上 

③スマート農業の推進 

④熟練技術の技術承継 

1-２ イノベーションの創出 
①イノベーション創出に向けたまちづくりの推進 

②オープンイノベーションの促進 

1-3 多様な人材交流の推進 ①人材交流の場の創出 

２ 経営基盤
強化による「経
営力」の向上 

2-1 経営基盤の強化 

①持続可能な経営基盤づくりへの支援 

②商店等の経営基盤強化 

③持続可能な農業の推進 

④経営等相談の充実 

⑤危機管理対策の推進 

2-2 販路の拡大 

①販路拡大の取組の支援 

②マッチング支援の推進 

③町内外での販路開拓支援 

④EC サイトの活用推進 

⑤SDGｓの推進による企業の持続的発展の支援 

３  まちづくり
と一体となった
活力ある産業
構造の構築 

3-1 企業誘致の推進 

①産業適地における企業誘致の推進 

②にぎわいを創出する商業地の形成 

③企業誘致促進事業の推進 

3-2 事業承継の促進 
①事業承継に係る相談・情報提供等の充実 

②デジタル技術を活用した事業承継の推進 

3-3 起業の促進 

①起業支援における連携体制の強化 

②起業・就農支援の充実 

③インキュベーション施設の誘致等 

４  未来を担
う人づくり 

4-1 人材の確保・育成 

①人材育成への支援 

②人材確保への支援 

③起業・就農支援の充実（再掲） 

④観光分野における担い手の確保 

⑤働きやすい環境づくり 

4-2 多様な人材育成の取組 
①体験事業の充実 

②人材の発掘とボランティアの育成 

５ 地域資源
を活かしたみず
ほの顔づくり 

5-1 みずほブランド・特産品の充実 
①みずほブランドの充実 

②新たな特産品の開発 

5-2 プロモーションの推進 
①効果的なプロモーションの展開 

②公式キャラクターの活用 

5-3 町の魅力を伝える観光事業の

展開 

①資源を活かした観光・イベントの推進 

②イベントの充実 

③観光情報の発信 
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第４章 施策の展開 

 

１ 産業のデジタル化・ＤＸおよびイノベーションの創出 

 

 

＜施策の推進視点＞ 

ＡＩ、ⅠｏＴ、ロボット、５G 等デジタ

ル技術導入の積極的な促進をはかること

で、農・商・工の各産業分野にわたる事業

者の競争力や付加価値力を高め、生産・販

売力の拡大により、さらなる経営基盤の強

化をはかります。 

 また、東京都が進める多摩イノベーショ

ンパーク構想を踏まえ、イノベーションに

よる事業者の創造と革新への取組を推進

するため、事業者等と一体となった取組を

進めます。 

 

 

 

1-1 デジタル化・ＤＸの推進 

■現状と課題 

 デジタル化の社会的な要請が高まる中、今後より一層ＡＩ、ⅠｏＴ、ロボット、５G 等の最新

技術の企業経営への浸透、新たなビジネスモデルの登場、グローバル化の進展による企業間競争

の激化等、事業者を取り巻く環境が大きく変化していくことが見込まれます。事業者アンケート

の結果では、ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）に取り組む町内事業者は現状では少

ない状況ですが、時代の変化に対応した取組を促進し、高付加価値化や生産性および販売力の向

上をはかっていくとともに、これまで培われてきた熟練技術の承継に努めていくことが必要です。 

また、インターネット等を利用した電子商取引（ＥＣ）の規模は拡大傾向にあり、技術の発展

等に伴いその形態も多様化しているため、新たな販路拡大等に向け、商業・サービス業における

ＩCＴ活用の促進が求められます。 

  

デジタル化の推進

イノベーションによる競争力、付
加価値力、生産・販売力の拡大

商業

工業農業
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■取組の方向性 
 

①デジタル化の促進 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光 ○ 

・生産性向上、事業活動の安定化・効率化および新たなビジネスやサービスの創出による経営力

強化をはかるため、デジタル技術の普及啓発および、ＡＩ、ⅠｏＴ、ロボット、５G 等のデジ

タル技術の活用への取組を推進します。 

 

②ＩCＴ活用による経営力の向上 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業  観光  

・インターネットを活用したＳＮＳによる情報発信や、ＥＣ、キャッシュレスへの対応等を進め

ることにより、実店舗のみにとどまらない、新たな販路拡大や価値・品質の見える化、サービ

ス提供プロセスの改善等に取り組みます。 

 

③スマート農業の推進 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業  工業  観光  

・担い手不足や所得確保等の課題に対して、ＡＩ、ⅠｏＴ等の最先端技術を活用したスマート農

業の導入を促進し、生産性向上・効率化をはかり、持続可能な農業を推進します。 

 

④熟練技術の技術承継 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光  

・熟練者が培ってきた優れた技術・技能を次代に円滑に承継できるよう、さまざまな熟練技術・

技能のデータ化等、デジタル技術を活用した技術承継を推進します。 

 

 

1-2 イノベーションの創出 

■現状と課題 

 地域経済の持続的な発展には、既存産業の高度化をはかるとともに、これからの成長分野へ積

極的に挑戦し、新たな産業やイノベーションの創出が求められます。そのためには、多様な連携

による新技術・新製品の開発や新事業展開、ビジネスモデルの革新等、イノベーションによる事

業者の創造と革新への取組が重要となります。 

 東京都は、令和３（２０２１）年３⽉に策定された「『未来の東京』戦略」において、多摩イノ

ベーションパーク構想に取り組むことを示しており、このような動きと連携しながら、イノベー

ションを創出するまちづくりを推進することが必要です。 
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■取組の方向性 
 

①イノベーション創出に向けたまちづくりの推進 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光  

・多摩都市モノレールの延伸と一体となったまちづくりや⼟地区画整理事業を進め、優良な産業

地の形成や商業業務地としての整備を推進します。また、圏央道や国道１６号等の広域交通利

便性を活かした産業地としての優位性を活かし、企業誘致を促進するとともに、サテライトオ

フィスやインキュベーション施設の誘致等をはかり、イノベーションの創出に適した産業拠点

の形成をめざします。 

 

②オープンイノベーションの促進 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光  

・町内中小企業の高い技術力を活用した異業種・他分野等の多様な連携等による新製品・新技術

の開発を支援することで、新たな価値創造への取組を促進するとともに、地域産業の活性化を

はかります。 

 

 

1-3 多様な人材交流の推進 

■現状と課題 

 各産業の経営力強化をはかりながら、地域経済を活性化させ、イノベーションを創出していく

ためには、産業間をはじめ、企業間および産学官等の多様な交流・連携によるさまざまな課題解

決や新たな産業の創出を促進していくことが重要です。瑞穂町では、製造業の事業者間連携がは

かられていますが、このようなネットワークづくりを各産業に波及させ、多様な交流・連携を展

開し、事業課題の解決や新商品開発等につなげ、経営基盤の強化およびイノベーションの創出を

めざします。 

 

■取組の方向性 
 

①人材交流の場の創出 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光 ○ 

・農業、商業、工業、観光の事業者・関係者をはじめ、住民、地域の金融機関、商工会、行政等、

多様な主体が交流・連携をはかる場づくりを進め、新たな人材の発掘や産業間連携の「種」を

発見するなど、町内で新たな価値を創造していくための積極的な取組を推進します。 
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２ 経営基盤強化による「経営力」の向上 

 

＜施策の推進視点＞ 

 町内産業全体の持続的な発展をはかるため、町内事業者のさまざまな経営課題を把握し

経営基盤強化策を進めるとともに、販路開拓の推進等、経営力の向上につながる施策の展

開をはかります。 

 また、さまざまな社会環境の変化や経営リスクに対応できるよう、事業者の危機管理対

策を推進し、各事業者の経営力の向上につなげていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-1 経営基盤の強化 

■現状と課題 

 町内の事業者の多くが中小・小規模事業者で占められており、アンケート結果においては、規

模が小さいほど厳しい景況感となっています。業種別では製造業、商業・サービス業は、新型コ

ロナウイルス感染拡大前と比べて売上が減少したと回答した事業者が多く、経営基盤の弱体化が

懸念されます。経営の安定化に向けた資金確保や各事業者の課題に寄り添ったきめ細かな経営相

談等、支援の充実に取り組んでいくことが必要です。さらには、感染症のまん延をはじめ、大規

模な自然災害の発生等危機発生時の事業継続に向けた対策への取組が求められます。  

経営力の向上

経営基盤強化 販路開拓

企業訪問

設備投資 経営相談

資金調達 見本市・商談会 企業マッチング

みずほブランド・マルシェ ECサイト等活用

経営支援

資金繰り支援 経営安定化に向けた各種相談 危機管理支援
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■取組の方向性 
 

①持続可能な経営基盤づくりへの支援 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光  

・中小企業・小規模事業者等向けに町で実施している融資あっせん制度の利用促進をはかるとと

もに、国、東京都や瑞穂町商工会と連携して、設備投資や運転資金等の資金調達の円滑化をは

かります。 

・企業訪問や相談等により事業者が抱える課題を把握し、課題解決へ向けた取組を実施します。 

・経営規模拡大に伴う施設・設備等の整備に対して支援を行い、経営の基盤強化を促進します。 

 

②商店等の経営基盤強化 
施策の 

主要分野 
農業  商業 ○ 工業  観光  

 ・地域にある商店の活性化をはかるため、町内の意欲ある個店や商店街等が行う、顧客の確保、

創意工夫による魅力づくり等経営基盤強化につながる取組を推進します。 

 

③持続可能な農業の推進 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業  工業  観光  

・農業者の所得が増大し、持続可能な農業経営をはかるために、農家自ら運営する体験農園・観

光農園や農畜産物のブランド化・６次産業化を推進するとともに、これらの農業者の取組を支

援します。 

 

④経営等相談の充実 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光  

・瑞穂町商工会や町内金融機関、東京都等関係機関と連携し、事業者のあらゆる課題に寄り添っ

た経営相談の充実をはかります。 

 

⑤危機管理対策の推進 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光  

・感染症のまん延や大規模な地震等の自然災害が発生した場合に、ダメージを早期に回復し、事

業を継続できるよう事業者におけるＢＣＰ（事業継続計画）の策定を促進します。 
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2-2 販路の拡大 

■現状と課題 

 事業者アンケートの結果によると、経営上の課題として従業員規模や売上の小さな事業所ほど、

「販売力・営業力の低下・不足」が上位に挙げられています。町内事業者が、事業活動を継続し、

稼ぐ力の向上をはかるため、製品・商品の販路拡大に向けた取組が必要となっています。 

 

■取組の方向性 
 

①販路拡大の取組の支援 
施策の 

主要分野 
農業  商業 ○ 工業 ○ 観光  

・オンラインを含めた見本市や商談会への出展を促進するとともに、販売戦略にかかる経費の補

助等、販路拡大に対する支援の充実をはかります。 

・商店街等が販路拡大を目的として実施するイベント等、創意工夫を凝らした取組を支援します。 

 

②マッチング支援の推進 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光  

・町内外への販路開拓を支援するため、事業者、地場産品、町内で製造された製品等を広くＰＲ

し、ＢｔｏＢ（企業間取引）、ＢｔｏＣ（企業と消費者間の取引）の市場拡大を推進します。 

 

③町内外での販路開拓支援 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業  観光 ○ 

・みずほブランドや町内の農畜産物をＰＲするため、マルシェ等、町内における販売機会や町外

イベント出展の充実・拡大をはかります。 

 

④ＥＣサイトの活用推進 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光  

・新たな販路開拓・拡大をはかるため、ＥＣサイトの活用・構築等、インターネットを活用した

販売への取組を促進します。 

 

⑤ＳＤＧｓの推進による企業の持続的発展の支援 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光  

・事業者のＳＤＧｓの取組事例等について情報発信等を行うことにより、ＳＤＧｓの視点に立っ

た経営を促進し、事業者の事業価値や競争力の向上をはかります。 
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３ まちづくりと一体となった活力ある産業構造の構築 

 

＜施策の推進視点＞ 

 瑞穂町では多摩都市モノレールの箱根ケ崎方面への延伸が計画されており、延伸と一体

となったまちづくりや⼟地区画整理事業が進められています。また、圏央道の全線開通に

よって、広域交通利便性のさらなる高まりが見込まれるため、こうした機を捉えた、新た

な活力とにぎわいを創出する産業地形成をはかります。 

 さらには、このような動きに合わせ、職住近接するライフスタイルが実現できるまちづ

くりが期待されていることから、企業誘致をはじめ、起業、事業承継等の推進により、雇

用の場とともに住まいの場としても発展する産業構造の構築をめざします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-1 企業誘致の推進 

■現状と課題 

 瑞穂町は、圏央道青梅インターチェンジに至近で、首都圏の環状道路である国道１６号が町内

を通り、入間インターチェンジにもアクセスしやすい広域交通利便性が高い立地にあります。さ

らに、多摩都市モノレールの箱根ケ崎方面への延伸が計画されており、延伸と一体となった産業

振興が求められています。 

このため、都市基盤整備の計画的な推進や立地環境のＰＲ等により、さらなる企業誘致を推進

し、地域産業の振興および雇用機会の拡大をはかっていく必要があります。 

 

■取組の方向性 
 

①産業適地における企業誘致の推進 
施策の 

主要分野 
農業  商業 ○ 工業 ○ 観光  

・圏央道や国道１６号、新青梅街道といった主要幹線道路へのアクセス利便性等の立地特性を活

かし、周辺環境への影響にも配慮した計画的な都市基盤整備を進めることによって、優良な産

業地の創出をはかり、優良企業の誘致につなげます。  

・新たな活力を生む産業地の形成

・企業誘致、起業支援、事業承継

支援等による、雇用の場の創出

多摩都市モノレールの
延伸

土地区画整理事業の
推進

職住近接する
ライフスタイルの実現

広域交通利便性の
高い立地
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②にぎわいを創出する商業地の形成 
施策の 

主要分野 
農業  商業 ○ 工業  観光  

・多摩都市モノレールの箱根ケ崎方面への延伸具体化にあわせ、新たな商業業務拠点の形成や瑞

穂町の商業業務地のあり方について検討します。 

 

③企業誘致促進事業の推進 
施策の 

主要分野 
農業  商業 ○ 工業 ○ 観光  

・地域経済の活性化および雇用機会の創出をはかるため、町の指定地域内に事業所を新設する企

業に対して、奨励金を交付します。また、企業の動向について関係機関との情報共有に努める

とともに、町の強みをＰＲすることで企業誘致につなげます。 

 

 

3-2 事業承継の促進 

■現状と課題 

 事業者アンケートの結果では、経営上の課題として「従業員の高齢化」や「事業承継（後継ぎ）」

の回答が上位となっており、経営の継続に関する声が多くなっています。事業承継は、事業主だ

けでなく従業員や取引先にとっても大きな課題となります。また、町内事業者が安定的に事業を

引き継ぎ、持続的に発展していくことは、地域経済の基盤として、最も大切な要素と考えられま

す。 

 瑞穂町では、これまでも事業承継セミナーを開催してきましたが、多くの事業者の課題に対応

し、町内にある優れた技術・技能やノウハウを継承していくためにも、引き続き事業承継に係る

きめ細かな取組を進めていく必要があります。 

 

■取組の方向性 
 

①事業承継に係る相談・情報提供等の充実 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光  

・事業者に事業承継の必要性を広く伝えるほか、早い段階から事業承継に向けた取組が進むよう

各関係機関と連携して支援を進めます。また、親族以外への承継も含めて円滑に事業を承継で

きるよう、実行段階や承継後のフォローアップ等、きめ細かな支援に努めます。 

 

②デジタル技術を活用した事業承継の推進 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光  

・業務作業プロセスの数値化等、デジタル化を促進し、業務の見える化、標準化や効率化等をは

かることにより、事業承継のしやすい経営環境の整備を推進します。 
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3-3 起業の促進 

■現状と課題 

 地域産業のさらなる活性化を果たすためには、既存産業との連携や将来の地域産業の核となり

うるスタートアップ、新たな担い手が求められます。瑞穂町の産業を持続・発展させていくため

にも町内での起業を促進し、支援・育成に努めていく必要があります。 

 

■取組の方向性 

 

①起業支援における連携体制の強化 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光  

・町、商工会、金融機関等の町内における起業支援体制の構築をはかるとともに、各機関の連携

によるさまざまな起業支援の取組を推進します。 

 

②起業・就農支援の充実 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光  

・町内で起業・就農・出店を希望する方を対象とした、各種資金支援、情報提供、経営相談等、

活動段階にあわせた起業支援の充実をはかります。 

 

③インキュベーション施設の誘致等 
施策の 

主要分野 
農業  商業 ○ 工業 ○ 観光  

・多摩都市モノレールの延伸と一体となったまちづくり等、新たな都市機能の形成や産業業務

地の整備にあわせ、サテライトオフィスやインキュベーション施設の誘致等をはかり、町内

で起業しやすい環境づくりを推進します。 
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４ 未来を担う人づくり 

 

 

＜施策の推進視点＞ 

 人口減少、少子高齢化が進む中、長期的な視点を持って、未来の瑞穂町を担う人材育成

をはかるため、町内の産業資源を活用したさまざまな取組を行い、まちへの誇りの醸成と

ともに、瑞穂町での就労と定住が選択できる環境づくりを進めます。 

 また、性別、年齢、障がいの有無等にかかわらず、まちで働くことを希望する方や労働

者に対して就労機会や技術向上機会の提供等を行い、人材の確保とともに、いきいきと働

くことができる環境を整備します。多様性を尊重し、多様な担い手づくりを進めることで

町内経済の維持・拡大をはかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〇まちの誇りの醸成 将来的な定住に向けた選択肢の提示 

〇人生１００年時代の活躍の場づくり 

〇誰もが理想とする働き方の実現による人材の確保 

〇新たな人材の受け入れ 共生社会の実現に向けた取組の推進 

未来を担う人づくり

若者

高齢者女 性

障がいのある方



54 

 

4-1 人材の確保・育成 

■現状と課題 

 近年、生産年齢人口の減少に伴い、多くの分野で人材不足が深刻化しています。事業者アンケ

ートの結果においても、経営上の課題について、「従業員の高齢化」「人材確保」といった人材に

関する課題が最も多くなっており、各事業者のニーズにマッチしたさまざまな人材の確保に対す

る支援が必要となっています。人材不足は、観光協会の会員の高齢化等、観光分野においても課

題となっており、今後の観光振興に向けて担い手確保への取組が求められています。 

 また、事業者を取り巻く環境がめまぐるしく変化する中、労働者一人ひとりが環境変化に柔軟

に対応して活躍できるよう、スキルアップをはかるとともに、ワーク・ライフ・バランスの啓発

等を通じて、誰もが仕事と生活の調和をとりながら働き続けることができる雇用環境の実現が求

められます。 

 

■取組の方向性 
 

①人材育成への支援 
施策の 

主要分野 
農業  商業 ○ 工業 ○ 観光  

・事業者の人材育成に資する各種セミナーの実施をはじめ、スキルアップにかかる資格取得に要

する費用の助成等により、町内企業に従業者が定着できるよう支援をはかります。 

 

②人材確保への支援 
施策の 

主要分野 
農業  商業 ○ 工業 ○ 観光  

・公共職業安定所等の専門機関や青梅線沿線地域産業クラスター協議会、民間企業とも連携しな

がら、就職相談会や採用セミナー、合同企業説明会等の実施等により、町内事業者における人

材確保への支援をはかります。 

 

③起業・就農支援の充実（再掲） 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光  

・町内で起業・就農・出店を希望する方を対象とした、各種資金支援、情報提供、経営相談等、

活動段階にあわせた起業支援の充実をはかります。 

 

④観光分野における担い手の確保 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光 ○ 

 ・地域資源を最大限に活用した観光施策を展開し、さらなる観光振興をはかるため、観光分野に

おける担い手を確保・育成します。 

 

⑤働きやすい環境づくり 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光  

・ワーク・ライフ・バランスの啓発等を通じて、若者、女性、高齢者、子育て中の方、障がいの

ある方等誰もが働きやすい職場環境を整え、意欲を持って働きながら生活の豊かさを実感でき

る労働環境づくりを推進します。 
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4-2 多様な人材育成の取組 

■現状と課題 

 瑞穂町は、多くの製造業が立地し、各事業者が独自の優れた技術を有しています。また、農業

においても、野菜、茶、花き園芸、畜産等が幅広く営まれています。こうした地域資源を積極的

に活用し、体験事業の充実等により、地域産業の魅力を発信しながら次代を担う人材を育成して

いくことが重要です。 

 また、人材不足や地域における課題解決に向けて、多様な経験や技術を持った人材を発掘し、

ボランティア人材等さまざまな担い手が活躍する仕組みづくりも必要となっています。 

 

■取組の方向性 
 

①体験事業の充実 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光 ○ 

・将来の担い手となりうる子どもたちの農業体験、工場見学を充実し、町の産業を知り、体験す

ることにより、次代を担う人材育成につなげます。 

 

②人材の発掘とボランティアの育成 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光 ○ 

・農業や観光等において、さまざまな交流や協働の取組を通じて多様な経験や技術を持った人材

を発掘するとともに、人材不足を解消するために重要な担い手となるボランティアの育成や、

ボランティアが活躍できる仕組みづくりを推進します。 
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５ 地域資源を活かしたみずほの顔づくり 

 

 

＜施策の推進視点＞ 

 地域経済の活性化に向けて、みずほブランドの充実や新たな特産品の開発、観光事業・

イベントの充実等、多彩な地域資源を活用し、観光の振興をはかります。また、新たな観

光アプローチの推進により瑞穂らしい魅力的な「顔」をつくりだすことで、より一層町内

外に発信し、瑞穂町のブランド力を高めていきます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5-1 みずほブランド・特産品の充実 

■現状と課題 

 瑞穂町では、平成２４（２０１２）年度から町内の優れた加工品（食品等）や農産物を「みず

ほブランド」として認定する事業をスタートし、地域特産物の高付加価値化と知名度アップ、そ

して地域経済の活性化に取り組んでいます。着々と認定品目が増え、令和３（２０２１）年度時

点で２４品目が認定され、周知活動も進められており、今後もさらなる事業の充実が求められま

す。 

 また、農業者や商工業者等による多様な連携により、魅力ある新商品・新サービスの開発・生

産等を行うことで、それぞれの売上の増加や経営の安定化および町の産業の活性化が期待されま

す。そこで、町のさまざまな地域資源を活かして、新たな経済活性化につながる取組を推進する

とともに、観光分野とも連携しながら事業の拡大をはかっていくことが求められます。  

みずほブランド・
新たな特産品

シティプロモーション 新たな観光事業化

イベント展開

多彩な魅力資源の活用

みずほの新たな顔づくり

自然環境 農地 水辺環境 伝統文化 産業資源
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■取組の方向性 
 

①みずほブランドの充実 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光 ○ 

・みずほブランド認定品の充実にむけて、さまざまな特産品や多彩な地場産品のブランド化、高

付加価値化を進めるとともに、情報発信や販路拡大を促進します。 

 

②新たな特産品の開発 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光 ○ 

・各産業や町内のさまざまな主体との連携による特産品の開発を進め、ＳＮＳの活用や観光事業

との連携等により広く周知することでブランドの確立をはかります。 

 

 

5-2 プロモーションの推進 

■現状と課題 

 瑞穂町は、狭⼭丘陵の豊かな自然環境をはじめ、農地、残堀川や狭⼭池等の水辺環境、交通利

便性の良い立地、伝統文化等特色ある多彩な地域特性を有しています。このような瑞穂町の魅力

をさらに磨き上げ、積極的に各地域資源を結び付けることによりまちの魅力を向上させ、産業の

活性化につながる取組を進める必要があります。 

 また、これらの魅力を積極的に町内外に発信し、知名度やイメージの向上をはかり、瑞穂町自

体のブランド化を推進することが必要です。 

 

■取組の方向性 
 

①効果的なプロモーションの展開 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光 ○ 

・今ある地域資源の活用に工夫を加え、積極的に町内外へ発信するとともに、ＳＮＳ等時代に合

った媒体やふるさと納税制度等を活用し、瑞穂町産業の効果的なプロモーションに努めます。 

 

②公式キャラクターの活用 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光 ○ 

・令和３（２０２１）年に誕生した瑞穂町公式キャラクター「みずほまる」を効果的に活用し、

町の産業振興に結び付くプロモーションを積極的に展開していきます。 
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5-3 町の魅力を伝える観光事業の展開 

■現状と課題 

 瑞穂町は、自然豊かな狭⼭丘陵をはじめ、平成２４（２０１２）年に策定した「水・緑と観光

を繋ぐ回廊計画（「みずほ☆きらめき回廊」）」の拠点である、さやま花多来里の郷、郷⼟資料館

「けやき館」、耕心館を主要な観光資源として、町内外から多くの観光客が訪れています。また、

産業まつりをはじめ各種イベントでは、住民や団体同士の交流がはかられています。今後は、地

域経済の活性化およびシティプロモーションを展開するにあたっては、町外からの来訪者も含め、

人を惹きつける観光事業やイベントを充実させることが課題となっています。 

 

■取組の方向性 
 

①資源を活かした観光・イベントの推進 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光 ○ 

・自然、歴史、文化をはじめ、農業、工業等も観光資源としての活用を探りながら、これらの魅

力を活かした観光事業の展開をはかります。 

 

②イベントの充実 
施策の 

主要分野 
農業 ○ 商業 ○ 工業 ○ 観光 ○ 

・イベントをより魅力的なものにするために、実施目的を明確にし、コンセプトに基づいたイベ

ントを住民・団体等との協働により展開します。また、町外の人々を惹きつけるイベントの充

実に努め、多くの来訪者でにぎわい、町を知ってもらうことで町の産業振興につなげていきま

す。 

 

③観光情報の発信 
施策の 

主要分野 
農業  商業  工業  観光 ○ 

・観光ガイドブックやインターネット、ＳＮＳ、マスコミ等の多様なメディアやイベント出展等

を活用し、魅力を最大限に伝える効果的な観光情報の発信に努めます。 
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第５章 産業振興ビジョンの推進 

１ 産業振興ビジョンの推進体制 

 人口減少・若者の転出超過等に伴う労働力人口の減少が顕著となるとともに、社会経済情勢の変

化のスピードがますます加速し、新型コロナウイルス感染拡大の影響が懸念される中、町内外の環

境変化に柔軟かつ的確に対応することが重要です。また、地域経済の活性化を実現するためには、

産業に関わる各主体がそれぞれの役割を果たしつつ、連携を強化するとともに、各主体が持つさま

ざまな情報を積極的に発信・収集することが求められています。 

 本ビジョンを着実に推進するためには、町と商工会等の産業支援機関のみならず、事業者、住民、

教育機関、地域金融機関、国・都や広域自治体等が連携し、各種施策を推進していく必要がありま

す。 

 

 

２ ＰＤＣＡマネジメントの推進 

 本ビジョンを効果的・効率的に推進していくため、商工業振興推進協議会との連携をはかり、毎

年度、施策・取組の進捗状況や成果等を評価・検証し、必要に応じて改善・見直しを行います。 

 また、本ビジョンの進捗管理や成果の検証に加えて、事業者や住民のニーズを把握し、関係機関・

団体等が連携しながら各施策や取組を検討し、着実に推進していきます。 
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資料編 

１ 瑞穂町商工業振興推進協議会条例 

 

○瑞穂町商工業振興推進協議会条例 

令和２年３⽉９日 

条例第２号 

（設置） 

第１条 瑞穂町の商工業の振興及び推進に関する施策について、必要な事項を調査し、及び審議す

るため、瑞穂町商工業振興推進協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 協議会は、町長の諮問に応じて、次に掲げる事項について調査し、及び審議し、町長に答

申する。 

（１） 瑞穂町工業振興計画に関すること。 

（２） 前号に掲げるもののほか、商工業の推進に関して町長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 協議会は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する委員９人以内をもって組織する。 

（１） 学識経験者 １人 

（２） 瑞穂町商工会の代表者 １人 

（３） 瑞穂町商工会工業部会の代表者 ２人以内 

（４） 瑞穂町商工会商業部会の代表者 １人 

（５） 瑞穂町商業協同組合の代表者 １人 

（６） 瑞穂町観光協会の代表者 １人 

（７） 公募による住民 １人 

（８） 瑞穂町商工会の職員 １人 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 職名をもって委嘱された委員は、当該職を失ったときは、委員の職を失う。 

３ 委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数をもってこれを決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

（関係者の出席等） 

第７条 協議会は、会長が必要と認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて意見を聴き、又

は資料の提出を求めることができる。 
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（分科会） 

第８条 協議会に必要に応じ分科会を置き、分野ごとの調査及び検討を付託することができる。 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は、都市整備部において処理する。 

（委員の報酬及びその支給方法） 

第１０条 委員の報酬及びその支給方法については、瑞穂町非常勤特別職の職員の報酬及び費用弁

償に関する条例（昭和４１年条例第１０号）の定めるところによる。 

（委任） 

第１１条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（会議の招集に関する特例） 

２ この条例の公布の日以後最初に招集する協議会は、第６条第１項の規定にかかわらず、町長が

招集するものとする。 

（瑞穂町非常勤特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 瑞穂町非常勤特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を次のように改正する。 
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２ 瑞穂町商工業振興推進協議会名簿 

 

 
役職 氏  名 所  属 

1 会長 松本 祐一 学識経験者 

2 副会長 髙水 英夫 瑞穂町商工会会長 

3 委員 岡本 日吉 瑞穂町商工会副会長 

4 委員 石原 浩一郎 瑞穂町工業部会幹事 

5 委員 布田 徳雄 瑞穂町商工会副会長 

6 委員 佐藤 雅夫 瑞穂町商業協同組合代表理事 

7 委員 中村 博隆 瑞穂町観光協会会計 

8 委員 海和 将也 瑞穂町商工会事務局長 

9 委員 江川 淳一 公募による委員 

任期：令和３年５⽉１８日から令和５年５⽉１７日まで 
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３ 策定経過 

 

日付 項  目 内     容 

令和３年 

５⽉１８日 

第１回瑞穂町商工業

振興推進協議会 

（１）会長・副会長の選出について 

（２）産業振興ビジョン及び工業振興計画について

（諮問） 

（３）産業振興ビジョン及び工業振興計画の改定につ

いて 

（４）事業者アンケート・住民アンケートについて 

（５）関係団体ヒアリングについて 

令和３年 

６⽉１８日～

７⽉２日 

事業者アンケート・

住民アンケートの実

施 

町内に支店または本店のある事業所１，７４０か所、

及び町内に居住する１８歳以上の住民１，０００名に

対して、郵送配付回収にて調査を実施。 

令和３年 

６⽉２３日、

７⽉ 5・7・9

日 

関係団体ヒアリング 

商工会建設業部会・商業部会・環境衛生業部会・工業

部会、建設業協会、商業協同組合、観光協会、農業委

員会、町内金融機関に対し、直接聞き取り調査を実

施。 

令和３年 

９⽉８日 

第２回瑞穂町商工業

振興推進協議会 

（１）各種調査結果の報告について 

・産業振興ビジョン・工業振興計画推進状況について 

・産業振興に関するアンケート調査について 

・ヒアリング結果について 

・瑞穂町の現状について 

（２）次期産業振興ビジョン、工業振興計画の策定に

向けての意見交換 

令和３年 

１０⽉２６日 

第３回瑞穂町商工業

振興推進協議会 

（１）瑞穂町産業振興ビジョン素案について 

（２）瑞穂町工業振興計画素案について 

令和３年 

１１⽉３０日 

第４回瑞穂町商工業

振興推進協議会 

（１）瑞穂町産業振興ビジョン素案について 

（２）瑞穂町工業振興計画素案について 

令和４年 

１⽉２３日～

２⽉３日 

パブリックコメント

の実施 
パブリックコメントによる意見聴取を実施 

令和４年 

２⽉２５日 

第５回瑞穂町商工業

振興推進協議会 

（１）パブリックコメント実施結果について 

（２）瑞穂町産業振興ビジョン及び瑞穂町工業振興計

画答申案について 

令和４年 

３⽉１５日 
答申 答申書の提出 
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４ 用語解説 

 

◆あ行◆ 

 

異業種交流 

異なる業種の人同士が交流し、コミュニケーショ

ンをはかったり、提携や協力をしたりすることで、

新たな価値創造や課題解決をはかろうとする取組の

こと。 

 

イノベーション 

物事の「新結合」「新機軸」「新しい切り口」「新し

い捉え方」「新しい活用法」（を創造する行為）のこ

と。新しいアイデアから社会的意義のある新たな価

値を創造し、社会的に大きな変化をもたらす自発的

な人・組織・社会の幅広い変革を意味する。 

 

インキュベーションオフィス 

インキュベーション（Incubation）とは「卵の孵

化」という意味で、起業や創業をするために活動す

る入居者が自立・成長できるよう支援する施設のこ

と。 

 

オンライン 

コンピュータ等の機器が、インターネットをはじ

めとするネットワークに接続された状態、あるいは

通信回線を通じて別のコンピュータ等に接続された

状態のこと。 

 

◆か行◆ 

 

カーボンニュートラル 

温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させること。

２０２０年１０⽉、国は２０５０年までに温室効果

ガスの排出を全体としてゼロにする、カーボンニュ

ートラルを目指すことを宣言した。 

 

キャッシュレス 

お札や小銭等の現金を使用せずにお金を払うこと

で、クレジットカード、電子マネー、デビットカー

ド、スマートフォンやインターネットを使った支払

い等がこれにあたる。 

 

経済のグローバル化 

資本や労働力の国境を越えた移動が活発化すると

ともに、貿易を通じた商品・サービスの取引や、海

外への投資が増大することによって世界における経

済的な結び付きが深まること。 

 

小売吸引指数 

市町村民一人当たりの小売販売額を都道府県民一

人当たりの小売販売額で除したものであり、1.0 を

上回る市町村は、周辺地域から購買客を吸引してい

る状態にあると分析できる。 

 

◆さ行◆ 

 

サテライトオフィス 

サテライト（Satellite）とは「衛星」の意味で、企

業や団体の本社・本拠から離れた場所に設置された

オフィスのこと。 

 

シェアワークスペース 

複数の企業や個人が共有して仕事を行う場所のこ

と。空間や設備を共有し効率化を図ることを主目的

とするシェアオフィスや、利用者が共に働くことが

重視されるコワーキングスペース等の種類がある。 

 

事業承継 

現経営者から後継者へ事業の引き継ぎを行うこと。

親族内承継、役員・従業員承継、第三者承継（M&A

等）の三つに区分される。 

 

シティプロモーション 

まちの魅力を磨きあげ、まちが持つ様々な地域資

源を積極的にアピールすることで、自らのまちの知

名度や好感度を上げ、地域そのものを対外的に売り

込む取組のこと。 

 

スタートアップ 

新設会社や新規事業。また、ベンチャー企業のこ

とを指す。「新たな市場を開拓し、急速な成長を遂げ

ている企業組織」という意味で使われることもある。 

 

スマート化 

「スマート」が持つ本来の「賢い」「気が利く」等

の意味から転じて、「コンピュータ化された」「情報

化された」「高度な情報処理機能が加わった」等の意

味で用いられ、これにより、高度な機能を実現した

り、人間や他の機器等と連携したりすることができ

るようになること。 

 

スマート農業 

ロボット技術や ICT（情報通信技術）等の先端技

術を活用して、より高品質な作物の生産や、省力化・

軽労化を実現する新たな農業のことを指す。 
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製造品出荷額等 

製造品出荷額に、製造工程から出たくず及び廃物

の出荷額、加工賃収入額、その他収入額を加えたも

の。 

 

◆た行◆ 

 

デジタル化 

ICT（情報通信技術）を活用して、付加価値の高い

新たなサービスや製品の開発、ビジネスモデルを実

現すること。 

 

テレワーク 

ICT（情報通信技術）を活用し、場所や時間を有効

に活用できる柔軟な働き方のことを指す。 

 

◆は行◆ 

 

ビジネスモデル 

事業活動の内容や、企業が利益を出すための仕組

みのこと。 

 

5G 

5th Generation の略で、1G、2G、3G、4G に続

く無線通信システムのこと。高速での大容量通信、

低遅延、多数同時接続を可能とする。 

 

付加価値額 

企業等の生産活動によって新たに生み出された価

値のことで、売上高から原材料等の価値を差し引く

ことによって算出される。 

 

◆ま行◆ 

 

マイスター 

主人、親方、名人、巨匠等の意味。ドイツでは、

技術系の高等技能所有者に与えられる“Meister”の

資格でも知られる。 

 

マッチング 

新規事業の立上や売上向上、新商品開発等、経営

課題の解決に向けてビジネスパートナーを探してい

る事業者同士を結び付ける取組のこと。 

 

瑞穂ファントム工場 

瑞穂町商工会を中心とした地域の各分野の優れた

技術力を有している「ものづくりのプロフェッショ

ナル製造業者」の集まりのこと。技術・サービスレ

ベルについて一芸に秀でた各企業が集まることで、

大企業でも揃えられないような設備群・加工能力を 

有している。 

 

◆ら行◆ 

 

リモートワーク 

社員がオフィスに出社せずに在宅や遠隔地で業務

を行う勤務形態のこと。 

 

6 次産業化 

農林漁業者（１次産業）が、農畜産物、水産物の

生産だけでなく、食品加工（２次産業）、流通・販売

（３次産業）にも取り組むこと。 

 

◆わ行◆ 

 

ワーク・ライフ・バランス 

「仕事と生活の調和」と訳され、働き方の見直し

等により、多様な選択が可能な社会をつくり、働く

方一人ひとりが意欲を持って、働きながら豊かさを

実感して暮らせるようになること。 

 

◆アルファベット◆ 

 

AI 

Artificial Intelligence の略で、人工知能と訳され

る。言語の理解や推論、問題解決等の知的行動を人

間に代わってコンピュータに行わせる技術のことを

指す。 

 

BCP（事業継続計画） 

Business Continuity Plan の略で、企業や自治体

が、災害等の緊急時に主要な事業を継続・早期復旧

するためにあらかじめ定めておく計画のことを指す。 

 

BtoB 

Business to Business の略で、企業間の取引関

係を指す。 

 

BtoC 

Business to Customer の略で、企業と一般消費

者の取引関係のことを指す。 

 

DX（デジタル・トランスフォーメーション） 

Digital Transformation の略で、効率化のみなら

ず、情報通信技術が社会のあらゆる領域に浸透する

ことによってもたらされる仕組みや働き方等も含め

た変革を意味する。 
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EC 

Electronic Commerce の略で、電子商取引を意

味し「E コマース」とも呼ばれる。インターネット

等のネットワークを利用して、売買や決済、サービ

スの契約等を行うことを指す。 

 

IoT 

Internet of Things の略で、あらゆる物がインタ

ーネットを通じてつながることで実現するサービス、

ビジネスモデル、それを可能とする技術を総称した

もの。 

 

PDCA 

目標達成に向けたマネジメント手法のひとつで、

計 画 (plan)→ 実 行 (do)→ 評 価 (check)→ 改 善

(action)という４段階の活動を繰り返し行うことに

よって、継続的にプロセスを改善していく取組のこ

と。 

 

RESAS 

Regional Economy (and) Society Analyzing 

System の略で、地方自治体の様々な取組を情報面

から支援するため、国のまち・ひと・しごと創生本

部事務局が産業構造や人口動態、人の流れ等の官民

ビッグデータを集約し、可視化して提供しているシ

ステムのこと。 

 

RPA 

Robotic Process Automation の略で、これまで

人が対応してきた作業や、より高度な作業を、コン

ピュータのソフトウェアロボットを使って自動化す

る技術のこと。 

 

SDGs 

Sustainable Development Goals の略で、「持続

可能な開発目標」と訳される。国連加盟１９３か国

が２０１６年から２０３０年の１５年間で達成する

ために掲げた国際目標のことで、２０１５年９⽉の

国連サミットで採択された。 

 

SNS 

Social Networking Service の略で、スマホやパ

ソコンを使ってコミュニケーションを行うことので

きるオンライン上のサービスのこと。 
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